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平成２６年度 第１回島根県農政審議会 次第

日 時：平成２６年１０月２９日（水）１３：２０～

１０月３０日（木）１２：００

場 所：隠岐合同庁舎、現地

１ 開会

２ 現地視察（島後地域） 資料１ 資料２

（１）農産物直売所「あんき市場」(隠岐の地産地消拡大プロジェクト)

（２）農業参入企業「だんだん牧場」(隠岐牛産地拡大プロジェクト)

（３）ＪＡ隠岐ライスセンター(隠岐の水田農業担い手育成プロジェクト)

（４）吉崎工務店（隠岐産品のブランド力強化に向けた６次産業化の推進プロジェクト）

３ 農政審議会会議

（１）隠岐地域プロジェクトの状況について 資料１ 資料２

（２）農地中間管理事業について 資料３

（３）水田農業展開モデル事例集について 資料４

（４）島根型６次産業ステップアップモデル事業の２６年度採択状況について

資料５

（５）意見交換

４ 現地視察（島前地域） 資料１ 資料２

（１）農業参入企業「隠岐潮風ファーム」（隠岐牛産地拡大プロジェクト）

（２）農産物直売所「しゃん山」（隠岐の地産地消拡大プロジェクト）

５ 閉会



資料１－①

第２期戦略プランにおける隠岐圏域プロジェクト概要

①分野連携・共通戦略プラン

プロジェクト名 ねらい 主な取り組み

隠岐産品のブランド 隠岐産品の製造力向上や ●業者間の連携、協力関係を促進し、生産、加工

力強化に向けた６次 販路開拓により、隠岐産 者の意識統一、意識向上等の資質の向上

産業化の推進 品のブランド力強化に向 ●特徴ある産品の積極的な発掘、消費者ニーズに

（隠岐圏域全域） けて６次産業化を推進。 対した商品開発の促進

●品質の高位安定化の促進と必要なインフラの整

備推進によるロットの確保対策の促進

②農業・農村戦略プラン

プロジェクト名 ねらい 主な取り組み

隠岐の水田農業担い 水田農業の担い手を確保 ●集落営農法人などの多様な担い手の育成・確保

手育成 ・育成するとともに、こ ●藻塩米の安定生産と生産拡大

（隠岐の島、海士町） だわり米や転作作物の生 ●そば、白小豆、飼料米、WCS 用稲の生産体制

産対策など多様な取り組 強化

みを展開し、隠岐圏域の ●育苗ハウス等を活用した新規作目の導入

水田農業の維持発展を図

る。

隠岐牛産地拡大 飼料基盤の強化や牛群改 ●受精卵移植技術の導入・活用による優良雌牛の

（隠岐圏域全域） 良を進めるとともに事故 確保

防止に努め、生産者の経 ●放牧場における事故対策

営安定を図り、隠岐牛の ●飼料米、WCS 用稲の生産体制並びにコントラ

更なる拡大を目指す。 クター育成を含む耕畜連携システムの確立

●子牛市場の効率化

隠岐の地産地消拡大 直売所を地産地消の拠点 ●農産物等の生産拡大

（隠岐圏域全域） 施設として整備するとと ●新規品目の導入と定着

もに､学校給食への供給率 ●安全・安心な農産物の推進と生産拡大（エコ農

の向上のため､生産の拡大 産物、県認証など）

や流通体制の確立を図る。●学校給食、福祉施設等への供給量の拡大



資料１－②

第２期戦略プラン プロジェクト取り組み状況

( ) 27年度目標

プロジェクト名 取り組み状況 平成２５年度数値目標と達成率
項目名 単位 目 標 成 績 達成率

○消費者ニーズを反映した魅力ある商品開発 隠岐スモー
･新たに隠岐藻塩米と水産物加工品に取り組んだ。 ルビジネス
○商品の特徴やロットが活かせる販路対策促進 協議会会員 件 55 62 113%
･新たに水産物の販路拡大の機会を増やすため「隠岐 の取り引き (65)

隠岐産品のブラン 水産フェア」を開催し、一定の効果を得た。 先数１社当
ド力強化に向けた ･隠岐ジオパークの認定を受けて既存商品の改良や新 たり
６次産業化の推進 商品の開発、島外の販路拡大の機運が高まった。 品質の規格

･今後こうした動きを一層支援する必要がある。 化が図られ 件 1 0 0%
た商品数 (4)
島根県物産
観光館で定 件 55 49 89%
番化した隠 (80)
岐商品数

○将来の水田農業の担い手育成
･平成２５年５月に農業法人が新設され、水田農業を 集落営農法 組織 3 3 100%
担い手として活動が期待される。 人数 (5)
･集落営農組織の育成及び法人化については昨年度新
たな設立は無かった。
･今後も集落営農組織の育成や認定農業者の育成と農 こだわり米
地集積について継続的な取り組みが必要。 の JA 集荷 t 140 86 61%

隠岐の水田農業担 ○こだわり米の生産及び販路拡大 量 (200)
い手育成 ･平成２４年度より作付面積は２５％増加したが作柄

不良の影響で集荷量は前年より増加したものの目標
達成はできなかった。 白小豆の J t 6 6 100%
･藻塩米は、平成２５年産より、従来の中京圏に加え、 A集荷量 (8)
首都圏への販売を開始し、販売先が拡大。
･こだわり米の生産拡大に向け生産者及び栽培面積の
拡大。収量･品質向上に向けた栽培指導の徹底を図る
とともに販売対策を行う必要がある。
○転作作物の生産体制整備及び生産安定
･WCS コントラクター組織の設立等、生産体制が整備
されつつある。
･今後も生産安定に向けた栽培技術支援及び白小豆の
選別機の導入等集荷体制の整備を進める必要がある。
○繁殖雌牛生産性向上対策
･放牧利用のための対策会議、研修会で管理の徹底を 肥育牛の出 頭 144 148 103%
指導したことで、農家の意識改革が図られた。 荷頭数 (200)
･優良な子牛生産のため本年度も受精卵移植を実施す
る。
･各町村では、町村有牛の活用など、育種価（脂肪交 子牛出荷頭 頭 1150 1213 105%
雑）向上のための雌牛整備を実施。 数 (1350)

隠岐牛産地拡大 ○飼料基盤確保整備
･放牧の利用促進のために、公共牧場の整備、牧柵の
補修や雑灌木の除去を実施。 脂肪交雑育 1.00 1.05 105%
･隠岐の島町では水田を活用した、稲WCSの利用調整 種価 (1.2)
生産拡大に向け、推進協議会が設立され、WCS の収
穫供給体制が整備された。
･海士町では、平成２５年度２㏊で稲 WCS の栽培を開 飼料米･稲
始。 WCS利用 戸 5 12 240%
○「隠岐牛」産地確立対策 農家戸数 (10)
･島前･島後地域の生産種及び関係機関との意見交換を
行い、地域団体商標登録のための追加資料の提出を
行った。
･１０月に開催された東京食肉市場まつりを利用した

PR 活動を実施。



プロジェクト名 取り組み状況 平成２５年度数値目標と達成率
項目名 単位 目 標 成 績 達成率

○農産物等の生産拡大
･各町とも販売額が増加しており、平成２５年度目標 地産地消拠
を達成。 点施設販売 万円 6000 6606 110%
○魅力ある新規品目の導入 額 (7500)
･西ノ島町で２品目導入。

隠岐の地産地消拡 ○集荷･流通システムの構築
大 ･新規直売所への供給体制整備については、集荷体制 新規品目数

が確保され、徐々に生産が拡大。 （加工品を 品目 4 2 50%
･隠岐の島町では直売所や関係団体等と集荷体制につ 含む/年） (5)
いて検討しており、今後、具体的な方策を検討。
○学校給食･福祉施設等への供給拡大 学校給食･
･学校給食への供給は、ほぼ計画どおり行われている。 福祉施設等
･給食以外については実需者の要望も踏まえ、今後、 への食材提 箇所 7 4 57%
食材提供品目の選定･方法等について検討を行う必要 供箇所数 (11)
がある。

地域プロジェクトの見直し変更

１ 隠岐産品のブランド力強化に向けた６次産業化の推進プロジェクト
新たな取組項目の考え方
具体的行動
・国、県の事業を活用した６次産業化への取り組み支援
・新たな取り組み事業の掘り起こし
・経営確立のための人材育成
・企画・商品開発力の向上
成果指標の変更項目
「品質の規格化が図られた商品数」を「６次産業化に取り組む業者数」に変更する。

２ 隠岐の水田農業担い手育成プロジェクト
新たな取組項目の考え方
具体的行動
・「既存転作作物の生産体制強化及び生産安定」⇒「WCS 用稲等の生産体制整備及び生産拡大」を明記
して、取り組み強化を図る。

成果指標の変更項目
「WCSの栽培面積」 現況（２５年度）１４ ha⇒目標（２７年度）２７ ha



 

隠岐ふるさと直売所「あんき市場」について 

隠岐農林局  

 

１． 設立の経緯 

   消費者の「食の安全・安心」に対する関心の高まりを受け、平成 22年 5 月より、隠

岐スモールビジネス協議会・隠岐農産物生産者協議会・商工会・ＪＡ・隠岐の島町・

島根県隠岐支庁が集まり、産直施設設立に向けた協議を開始。 

   平成 22年 6月隠岐ふるさと直売所運営協議会を設立。 

   平成 22年 8月西郷港新ターミナル竣工にともない、臨時乗船券発売所跡を活用しプ

レオープン。 

平成 22 年 10 月隠岐ふるさと直売所「あんき市場」を現在地で開店。 

 

２． 成果 

現在では、「隠岐産」にこだわった商品の掘り起しが進み、周辺の店舗との連携も深

まるなど隠岐産品の取り扱い拠点としての役割を果たし始めている。それにともない、

設立当初から商品を出品する会員が増え、アイテム数も大幅に増加したことから全体

の売上増につながり、最終的に生産者の所得が向上するという成果が上がっている。 

 

３． 課題 

   農産物の生産量が不安定なため、品質の改善とあわせて向上を図る必要がある。 

   また、生産者の高齢化が進み、あんき市場への出荷が困難になっている生産者もあ

ることから、集荷システムを確立することが求められている。 

   農産物、お土産品ともに、会員の増加にともなうアイテム数の増加により、売上は

上昇傾向にありるが、冬季の観光客の減少に対する対策が必要となっている。 

   隠岐の島町・隠岐支庁より、直売所が「地産地消の拠点」としての役割を果たすこ

とを求められていることからも、病院・介護施設・保育所等への地元産野菜の納入等

検討を進めている。 

   

４． 今後の取り組み 

   現在、ふるさと直売所「あんき市場」では、設立当初の計画どおり、法人化に向け

た準備を進めている。 

   新法人の形態については「企業組合」方式をとることとし、今年度中に準備を進め

できるだけ早期に法人化し、自立することを目指しいてる。 
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会員数の推移 

 

 

 

年度別販売実績と今後の目標額 
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（隠岐支庁農林局） 

 

  

1. 会社概要 

(ア) 名 称：株式会社だんだん牧場 

(イ) 所在地：隠岐の島町港町大津 

(ウ) 代表者：代表取締役 宮川則男 

(エ) 資本金：30,000 千円（100%金田建設出資） 

(オ) 設立日：平成 22 年 12 月 24 日 

2. 経営規模 

(ア) 経営形態 肉用牛繁殖経営 

(イ) 飼養規模 180 頭(9 月末現在) 

（経産牛 121 頭、未経産牛 59 頭） 

⇒ 平成 28 年度目標 250 頭 

(ウ) 施設等整備 

   牛舎 ４棟、飼料庫等 １棟、堆肥舎 ２棟等 

   ※放牧は、隠岐の島町の公共放牧場を活用 

3. 農林局の支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 現 状 

(ア) 初回受精月齢 13.4 ヶ月齢(県指標 13～15 ヶ月) 

空胎日数   1 産後 92 日 

       2 産後 79 日(県指標 100 日) 

(イ) 出荷状況 

  平成 26 年 7 月市場へ 16 頭出荷 

去勢 491 千円（市場比 108%）9 頭 

雌 386 千円（同 102%）  7 頭 

（ウ）分娩予定 

  H26 年 10 月  8 頭 

     11 月 12 頭 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

【活用した県事業】 

平成 23 年度 

企業参入・連携支援事業 

平成 24･25･26 年度 

企業参入促進・経営強化事業 

 

【関連事業】 

隠岐の島町公共放牧整備 

※特定地域振興生産基盤 

整備事業他 

 

 

 

 

 

 

【西郷家畜市場へ出荷】 

  

 

 

 

 

 

 

【H25 年建築・新牛舎】 

            

･局内連絡会議 
 (月 1 回) 

農政普及部 

 家畜衛生部 

 農技Ｃ、畜技Ｃ 

 経営会議への提案 
 共通認識の醸成 
 
・巡回技術指導 
 衛生検診 
 
・畜産基礎講座 

だんだん牧場

位 置 図

株式会社だんだん牧場の概要 

だんだん牧場 

･飼養管理 
･経営検討会 
(月 1 回) 

 JA、農林局、町ほか 

飼養状況などの 
情報共有 

農林局 
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1.　「島の香り　隠岐藻塩米」の定義
○　特別栽培基準（化学合成農薬、化学合成肥料を慣行栽培より5割減以上）での栽培
○　8月に、イネに藻塩水溶液を散布
○　隠岐の島町水田営農経営研究会藻塩米部会に加入し、JA隠岐を通して販売されたもの

2.　おもな出来事
平成
15年 7月 旧都万村の高梨好隆氏、勝部普

及員により、試験栽培開始
12月 試験栽培米の試食会が開催

16年 7月 藻塩米の生産が、旧都万村から
旧西郷町及び五箇村へ拡大

11月 愛知県春日井市内の大手スー
パーでの試食販売

8月 スパウターでの藻塩水溶液散布 3月 「藻塩米」で商標登録の出願

11月 特許庁より、拒絶理由通知書が
届く

5月 藻塩米生産マニュアルが完成 10月 五箇小学校で、藻塩米を使った
学校給食交流会を開催

10月
11月


「隠岐藻塩米」生産マニュアルが
完成

4月 愛知県での、町長、JA組合長、
農林局長によるトップセールス

8月 農協から、「藻塩米ラーメン」の販
売開始。

温湯消毒機が導入され、特別栽
培基準での栽培開始

12月 「島の香り　隠岐藻塩米」を商標
登録に出願

21年 9月 村上淳一氏が美味しまね認証を
取得

11月 愛知県の清水屋㈱での試食販
売

7月 「島の香り　隠岐藻塩米」が商標
に登録

4月 「島の香り　隠岐藻塩米」生産者
協議会が設立

3月 色彩選別機が導入され、西郷ラ
イスセンターに設置

9月 谷口正氏、松森喜代治氏が美味
しまね認証を取得

8月 乗用管理機での藻塩水溶液散
布

10月 愛知県の㈲糀屋での販売促進 7月 西郷に低温米倉庫が完成

11月 12月 「藻塩」、「藻塩米」、「藻塩の舞」
のセット商品「おき藻塩物語セッ
ト」が隠岐酒造㈱から販売開始

3月 生産者協議会が隠岐の島町水
田営農経営研究会へ「藻塩米部
会」として編入

1月 松江市の藤本米穀店㈲での販
売開始

2月 松江市の藤本米穀店㈲での試
食販売

3月 東京の二子玉川での試食販売

10月 東京の日本橋しまね館での試食
販売

7月 貸出し用藻塩散布機が導入され
る

6月 首都圏を中心とした米卸業者と
の産地交流会が開催

10月 大粒を厳選した「藻塩米　特選コ
シヒカリ」を設定

10月 首都圏での本格的な販売を開始

10月 新ブランド米「ジオパーク米」を設
定。東京都での試験販売開始。

高知県のブランド米「土佐　天空
の郷」生産者が来島し、交流会
が開催される

3.　栽培面積及び生産量
　裏面参照

2月 東京都の取扱店舗を訪問 色彩選別機が導入され、西郷ラ
イスセンターのラインに組み込ま
れる。

8月

26年

24年

23年

生　産

22年

20年

4月

8月

18年

村上淳一氏ほ場において、藻塩
水溶液散布風景についてNHKの
取材がある

25年

品質向上に向けた肥料試験ほを
設置

販　売 共　通

6月

3月

17年

19年

愛知県の清水屋㈱犬山店及び
小牧店での試食販売

隠岐酒造㈱より、藻塩米100%純
米酒「藻塩の舞」が販売開始

愛知県の㈱米発、㈱糀屋等小売
店を訪問

6月

「「島の香り 隠岐藻塩米」のあゆみ 
平成26年10月  隠岐支庁農林局農政・普及部 
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図.1 「藻塩米」の栽培面積及び生産量の推移 
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図.3 「藻塩米」生産者のみなさん（藻塩米の生産ほ場にて） 

特選藻塩米 

一般藻塩米 

ジオ米 

○特別栽培農産物基準での栽培 

（化学農薬・化学肥料5割減） 

○特別栽培農産物基準での栽培 

（化学農薬・化学肥料5割減） 

○篩目1.9㎜・色彩選別機で調整 

○特別栽培農産物基準での栽培 

（化学農薬・化学肥料6割減） 

○篩目1.9㎜・色彩選別機で調整 

○美味しまね認証品 

図.2 「藻塩米」のブランド区分とその特徴について 



株式会社 吉崎工務店 の 概要 

H26.10 隠岐支庁農林局農政・普及部 
○会社概要 

会社名 株式会社 吉崎工務店 
代表者 代表取締役 吉崎博章 
所在地 隠岐郡隠岐の島町東郷亀尻５－１ 
設立  昭和５３年（創業明治４５年） 
農業参入 平成１８年 

 
○経営概況（Ｈ２６） 

栽培ハウス  ５棟 計２１ａ 
原木椎茸  年間植菌本数４万本栽培 
カラーピーマン ４ａ （180 トロ箱） 
ミディトマト １.３ａ（60 トロ箱） 
ミニトマト  １.３ａ（60 トロ箱） など 

    
○経過 

・創業以来、島内産木材を利用した家造りにこだわってきた。隠岐の山には、伐採期を

迎えたクヌギが手つかずの状態で豊富にあることから、それらを活用した原木しいた

け栽培の検討を始めた。 
・平成１７年に（財）日本きのこセンターの紹介で先進地を視察し、参入を決断した。 

平成１８年 県単事業を活用し関連施設を整備。原木しいたけの栽培を開始。 
平成２１年２月 認定農業者認定 

 ・食の安全への取り組みとして、第３者の審査・認証制度である「安全で美味しい島根

の県産品認証（美味しまね認証）」の取得に取り組んだ。 
  平成２３年３月 「美味しまね認証」（生しいたけ）を取得。 
 ・しいたけ休養ハウスの休閑期間の活用を検討する中、野菜のトロ箱栽培を開始した。 
  平成２４年５月 トマト、ピーマンのトロ箱栽培を開始。 
  平成２５年８月 「美味しまね認証」（トマト、ピーマン）を取得。 
 

○販売 

 ・こだわりのある商品づくりに留意し、理解ある販売先に契約出荷している。 
 ・輸送コストの関係から、軽量かつ高単価な品目に取り組んでいる。 

＜島外＞ 首都圏安全安心こだわりスーパー、近畿圏居酒屋チェーン、日本橋しまね館 
 ＜島内＞ あんき市場、島内スーパー 
 

○今後の展開等 

 ・旧給食センターを利用し、農産物の他、海産物の加工にも取り組んでいる。 
 ・隠岐島内産品の良さを活かした商品開発や、島内産品の観光客への提供を模索中。 

平成２６年９月からは、「闘牛ブリバーガー」（隠岐水産高校開発、第 2 回うまいもん

甲子園準優勝）の製造を行っている。 



Ｈ２６吉崎工務店 トロ箱栽培状況

　◆椎茸休養ハウスＤ棟 ７５ｍ
合計

3 1.5 1.5 1.5 75
243.0 243.0 121.5 m

9m

４系統管理

３０箱×４列＝１２０箱 ３０箱×４列＝１２０箱 １５箱×４列＝６０箱
4 株/箱植え 4 株/箱植え 3 株/箱植え

「ネネ」（ミニ） 240 株 「ﾌﾙｰﾋﾟｰﾚｯﾄﾞEX」 240 株 「ﾌﾙｰﾋﾟｰﾚｯﾄﾞEX」 90 株
「レッドボーイ」（ミディ） 240 株 「ﾌﾙｰﾋﾟｰｲｴﾛｰ」 240 株 「ﾌﾙｰﾋﾟｰｲｴﾛｰ」 90 株

ﾄﾏﾄ計 480 株 計 480 株 計 180 株
5/1定植 5/7定植 5/17定植 ﾊﾟﾌﾟﾘｶ合計660 株

　◆椎茸休養ハウスＣ棟
中国野菜 70 箱
6/12,13播種
サイシン 100 株
ヒユナ 75 株
ツルムラサキ 75 株

H26.6.18

パプリカ区トマト区 パプリカ区
（液肥） （液肥） （※エコ置き肥）

27 27 13.5

「レッドボーイ」（ミディ）

「レッドボーイ」（ミディ）

「ネネ」（ミニ）

「ネネ」（ミニ）

「ﾌﾙｰﾋﾟｰｲｴﾛｰ」

「ﾌﾙｰﾋﾟｰｲｴﾛｰ」

「ﾌﾙｰﾋﾟｰﾚｯﾄﾞEX」

「ﾌﾙｰﾋﾟｰﾚｯﾄﾞEX」

「ﾌﾙｰﾋﾟｰｲｴﾛｰ」

「ﾌﾙｰﾋﾟｰｲｴﾛｰ」

「ﾌﾙｰﾋﾟｰﾚｯﾄﾞEX」

「ﾌﾙｰﾋﾟｰﾚｯﾄﾞEX」
給液

2

1

4 3

ヒユナ 3株×10箱=30ツルムラサキ 3株×25箱=75株

ヒユナ 3株×15箱=45株サイシン 5株×20箱=100株



隠岐支庁農林局 

㈲隠岐潮風ファームの概要 

Ⅰ.経緯及び目的 

海士町は、米と畜産を基幹農業とし耕地面積の約７０％を稲作が占めている。畜産は繁殖牛が中

心であり、放牧による低コスト生産が行われている。一方、近年の公共事業縮減から雇用の維持が

困難になってきた地元建設会社において、農業への参入による地元貢献策が検討されてきた。 

そこで、構造改革特区や県単補助事業を活用して、以下のように建設会社が子会社を設立して新

たに農業へ参入した。これにより、雇用の維持、遊休農地の有効活用、担い手不足の解消を図りな

がら、畜産業を中心とした地域農業の活性化を目指すものである。 

Ⅱ.隠岐潮風ファームの概要 

名  称 有限会社 隠岐潮風ファーム（代表取締役 田仲寿夫（たなかひさお）） 

資 本 金 ９,８００万円（親会社の100%出資） 設立年月日 平成16年１月15日 

構成員等 役員 ２名、 従業員 ９名  臨時 ４名 （将来的には、数名増員の予定） 

業務計画 畜産部門  繁殖牛 １０３頭 肥育牛 ３４２頭（H26.2.1現在） 

      雌肥育牛販売先：東京食肉市場で『島生まれ島育ち｢隠岐牛｣』として販売（雌のみ） 

経営安定時の年間出荷目標：144頭（枝肉重量400kg/頭、等級A-4,5）   

H25年度肥育牛出荷頭数 １３８頭 

去勢子牛販売先 海士市場 

      遊休農地を借り受けて飼料作物を生産（H21年4月現在：6.0ha） 

堆肥部門  自社及び町内畜産農家から出た牛糞と親会社の廃材等を利用した堆肥を製造し、町内農家へ

販売。一部は地元の稲作農家との間で稲わらと交換。 

      商品名：「潮風万作」（風袋40ﾘｯﾄﾙ500円、バラ7,000円/t 散布料金2500円/10a） 

施設機械等 繁殖･肥育牛舎(790㎡)1棟、繁殖牛舎(500㎡)１棟、肥育牛舎(910㎡等)6棟、給餌場(210㎡)１棟、 

堆肥舎（㎡）１棟、飼料庫、給餌機1台、トラクター80ps1台、フロントローダー 等 

Ⅲ.期待できる効果 

・畜産生産額の増【潮風ファームの売上額（安定時目標）：1億３千万円】 

・隠岐子牛市場の活性化【取引頭数の拡大】 

・隠岐牛ブランド化による子牛市場価格の安定化【高級牛肉のもととなる隠岐の子牛】 

・雇用創出【現在８名雇用、今後も増員の予定】 

・親会社の労力活用ノウハウの有効利用【農作業の繁閑にうまく対応する仕組み】 

・良質堆肥を利用した農産物生産の拡大【地産地消での野菜生産、冷凍加工食品への利用】 

・耕作放棄地の解消【飼料作物、水稲等の栽培】 

 

牛舎および給餌場全景               牛舎内の様子 
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隠岐支庁農林局 

Ⅳ.その他 

○企業の社会的責任（雇用と環境保全） 

潮風ファームの親会社である飯古建設の田仲社長は、「本業がジリ貧となる中で、従業員の雇用を確保したい。家族の顔

まで分かる小さな島では単なるリストラはできない。地元産業への参入で雇用を維持し、地域への社会貢献を果たしたい。」と

いう思いをもっている。10年前の漁業への参入に続き、今回の農業への参入はこんな思いからなされている。 

さらに、建設作業で生じる廃材のチップと牛糞で堆肥をつくり、島の田畑に還元して農作物を生産する「循環型の産業」を創

出することによって、島内の環境保全も目指している。 

 
堆肥攪拌機 

  
   コンバイン稲ワラの収穫 

 
木材破砕機 

 
      稲ワラの貯蔵状況 

 
堆肥舎 

 

 

 

 

 

 

 

 

○隠岐牛ブランド化への取り組み 

潮風ファームは、隠岐牛のブランド化に向けて積極的に動いている。「島生まれ、島育ち、『隠岐牛』」というコピーのもと、肥

育牛の出荷先を東京芝浦食肉市場に絞り、松阪牛を意識して雌牛のみを出荷している。東京でブランドを確立することで、全

国的な認知を目指している。平成18年3月の初出荷後、現在は毎月約1２頭の定時定量出荷体制を確立した。これまでの出

荷成績はすばらしく、市場関係者からも非常に高い評価を受けている。市場関係者からは「隠岐牛ブランド」を確かなものにす

るために、毎月２４頭(１０トントラック２車分)まで出荷を拡大するように要望されている。 

潮風ファームは、「おいしさ、安全、満足を消費者に約束する『隠岐牛』ブランド」の確立に向けて、今後も引き続き隠岐牛販

売の営業活動を行っていく予定である。 

○枝肉共励会で最優秀賞を初受賞！ 

   平成26年10月 17日に東京食肉市場（港区港南）で開催された「平成26年度東京しまね和牛枝肉共励会」に潮風フ

ァームが出品した6頭のうちの1頭が最優秀賞を受賞。  

 6回目となる共励会には、潮風ファームを含む県内8事業者が全48頭を出品。同ファームの別の１頭も優良賞3席を

受賞。脂肪交雑（サシ）のきめ細かさなどが高く評価され、直後に行われた競りでは1㌕当たり3,407円の高値をつけ

た。 

☆隠岐潮風ファーム出荷成績(◆H26年度は9月末までの成績) 

 

 

 

 

 

 

隠岐牛(A-5・BMSNo.12) 

                           

出荷成績 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度(◆) 

出荷頭数(頭) 149 137 138 84 

5等級率(％) 49.0 28.5 18.1 22.6 

4･5等級率(％) 87.9 66.4 68.1 75.0 

枝肉重量(ｋｇ) 410.0 399.0 402.8 429.5 

枝肉単価(円/kg) 1,941 1,884 1,926 1,893 

平均販売価格(円) 801,741 756,786 776,993 813,991 



海士町農産物直売所「しゃん山」 

                         平成 26 年 10 月 

隠岐支庁農林局 

 

１ 直売所設立の経過 

 海士町では、平成 13 年度まで週１回の夕市開催により野菜が販売されていた。 

平成 14 年３月、「キンニャモニャセンター」のオープンに伴い農産物直売所「しゃん

山」が開設され農産物が出荷されている。 

取扱品は、野菜、果物、米、農林水産加工品等で、「しゃん山」とは、海士町の方言

で「畑・菜園」を意味する。 

 

２ 経営概要 

（１）運  営：株式会社 ふるさと海士（第３セクター） 

（２）出 荷 者：約４０名 

（３）集   荷：海士町職員が対応 

（４）価   格：市場価格を参考にしてふるさと海士が決定 

（５）会計管理：POS システムを導入して会計管理 

（６）販 売 高：平成２３年度：3,500 万円 

        平成２４年度：3,600 万円 

        平成２５年度：3,700 万円 

        平成２６年度：3,700 万円（目標） 

 

３ 成果 

・野菜だけでなくブドウなどの果樹や加工品の出荷も増え、売り上げが年々伸びている。 

・安定出荷を図るため中心的な生産者を対象に栽培計画を策定し、キャベツなど５品目

について計画栽培が行われている。 

・出荷物は海士町学校給食センターや島内福祉施設等の需要先に供給され、島内消費が

進んでいる。 

 

４ 今後の取り組み 

○安定した出荷量、品質の確保 

○新規栽培者の掘り起し 

○来年度から新たに開始される「加工品の製造と販売」（加工部門の新設） 
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農地中間管理事業について 

島根県農林水産部農業経営課 

１ 制度の概要 

 

 

 

 

 

 

 
 

２ 島根県農地中間管理事業基本方針 

（１）農用地の集積目標 

■Ｈ35 島根県の集積面積 約 25,000ha 

   （参考）Ｈ24 集積面積 約 12,300ha  農用地面積 38,000ha 
 

（２）農地中間管理事業の推進 

■「人・農地プラン」が作成されているなど、事業効果が高い区域において重点実施 

■農用地としての活用が著しく困難なときは、農地中間管理権を取得しない 

■基盤整備については、地域において費用負担も含めて合意ができた場合に既存事業で実施 
 

（３）農地中間管理事業の実施方法 

■農地の出し手と受け手のマッチングなど一部業務を市町村等に委託 
 

（４）推進のための施策 

■集落営農組織の育成 

■サポート経営体により担い手不在地域をカバー 

■個別経営体の規模拡大や法人化、新規就農者の育成等 

 

３ 借受希望者の公募の状況と今後の手続き 
（１）公募の状況 

 農地の借受希望者をインターネット等を通じて募集 

 期間 公募市町村 

第 1回 7 月 1日～31 日 安来市（旧安来市） 

第 2回 9 月 1日～30 日 雲南市、奥出雲町、飯南町、美郷町、江津市、益田市、津和野町 

隠岐の島町、海士町、西ノ島町、知夫村 

第 3回 10 月 1 日～31 日 松江市、出雲市、大田市、川本町、邑南町、浜田市、吉賀町 

第 4回 1 月 安来市 

 現在（10/29）約 180 ヘクタールの借受希望 
 

（２）今後の手続き 

 

農地の 
受け手 

（担い手） 

農地の

出し手 賃料 

① 地域内の分散し錯綜した農地を中間管理

機構が借受け 

② 中間管理機構は、担い手にまとまりのある

形で農地を貸付け 

③ 中間管理機構は、当該農地を担い手へ貸し

付けるまでの間管理 

貸付 

賃料 

農地中間管理機構 

借受 

公募 機構借入（市町村の公告） 借受希望者へ貸付け（県の公告・認可） 

資料３ 





































































































①ほ場整備を契機とした法人化による
大規模水田経営と６次産業化モデル

②集落営農組織の経営多角化と日本
型直接支払制度の有効活用モデル

③集落営農組織の広域連携による地
域農業の振興モデル

④実需者と結びついた地域ぐるみの
「売れる米づくり」（付加価値型）モデル

⑤地域型コントラクター組織による飼料
用稲の耕畜連携モデル

（農）のきの郷　 （農）すがや (株)未来サポートさだ 石見銀山エコロジー米生産組合 （一社）アグリサポートおーなん　

安来市能義地区 雲南市吉田地区 出雲市佐田地区 大田市大代地区 邑智郡邑南町

平坦地域 中山間地域 中山間地域 中山間地域 中山間地域

○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○
◆３集落がまとまって法人設立。（１５２戸）
◆ほ場の大区画化と併せ、水田の地下水
制御により、大規模かつ高度利用体系（小
麦→大豆→菜種の２年３作等）を確立
◆企業と連携した加工品（菜種油）を製造・
販売
◆ＪＡ水稲育苗施設を利用したトロ箱栽培
◆畜産農家と直接連携した稲ＷＣＳ生産

◆水稲の他、露地及び施設野菜、そば等
を組み合わせ、法人経営（３４戸）の多角化
により収益向上
◆日本型直接支払制度の一体的な活用に
よる農地・環境の保全と収入確保
◆エコロジー農産物推奨制度を活用した
「特色ある米」の生産・直売
◆集落営農組織での水稲採種への取組
◆地元食品関連企業との加工原料の契約
栽培、産直施設への朝採り野菜の直売
◆６次産業化による農産加工品の開発・販
売

◆広域連携により１集落１組織では地域を
守れない危機的状況を２法人（グリーン
ワーク、橋波アグエリサンシャイン）と６つの
集落営農組織（任意組合）が連携し、打開
（津和野町のおくがの村の取組等を参考）
◆１つの組織ではできなかった新たな農外
事業の展開
◆オペレーターや資産の共有、新たな雇用
の受け皿づくり
◆ＷＣＳ（早生品種「夢あおば」）＋そば「出
雲の舞」の二毛作体系による土地利用率
の向上
◆町内畜産農家へのＷＣＳ供給による耕
畜連携

◆生産者・ＪＡ・総合流通販売業者・米穀店
がネットワークを組み、消費者が求める米
の情報共有による商品づくり（産地限定、
高品質、特別栽培基準・堆肥施用等を基準
化）
◆小売店等と結び付きにより、JA概算金へ
加算価格で販売（例1,500円/30kg）
◆中山間地域等直接支払交付金を活用
し、稲作機械を共同購入・利用
◆集落全戸（１３名）が土壌診断に基づく堆
肥施用により、環境保全型農業を実践（直
払活用）

◆町・ＪＡ・酪農協等の関係機関が一体とな
り、コントラクター組織を設立
◆生産農家、集落営農法人へ飼料用イネ
栽培を積極的に推進
◆飼料用稲の収穫作業を受託し、製造した
WCSを生産農家から買い上げ、畜産農家
に販売
◆堆肥を水田に散布することにより、循環
型の耕畜連携を実践

約１５０ｈａ 約２０ｈａ 約１０ｈａ 約２０ｈａ　（生産組合の面積） 約５ｈａ

栽培作目、作付面積
主食用米８９ｈａ、飼料用米２７ｈａ、稲Ｗ
ＣＳ４ｈａ、大豆・小麦・菜種等３０ｈａ

主食用米（餅米、採種含む）１９ｈａ、水
稲作業受託４ｈａ（延べ面積）、野菜（唐
辛子、ニンニク・スイートコーン・そば、メ
ロン・ほうれんそう）　１ｈａ

稲ＷＣＳ・そば・菜種　１０ｈａ
主食用米１０ｈａ

（うち大代地区山田集落の面積）

稲ＷＣＳ（直営５ｈａ＋作業受託６０ｈａ）
６５ｈａ、飼料用トウモロコシ・大豆等の
作業受託３５ｈａ

常時従事者数等 １７名＋臨時雇用２５名 ４名＋臨時雇用１３名 常時従事者不在（オペレーター対応） － １名＋臨時雇用６名、研修生４名

133,500 46,990（加工・産直売上7,500含む） 4,000 43,311

78,500 37,400 － 18,500

－ 4,000 4,000 20,551

55,000
（米：6,700、水田：47,400、環境：900）

　　　　　　　　　　　5,590
(米：1,400、水田：600、多面：1,300、
 中山：4,500、環境：290）

－
4,260

（水田：4,020、中山：240）

87,600 31,800 2,850 41,180

45,900 15,190 1,150 2,131

約22,000 約7,000 － －

○農産物の直接販売、トマトを利用した加
工品づくりの検討
○集落の高齢化等に対応して、経営体が
中心となった多面的機能支払の活用検討

○高齢化等による作業受託面積の拡大へ
の対応が課題
○集落営農法人単独での設備・機械への
先行投資が困難になったことから、今後
は、機械の共同利用などで法人間の連携
が必要
○研修生を継続して受け入れる方向

○団地化を進め、省力化と作業効率の向
上を目指す他、収益部門（産直・加工事
業、その他農業生産以外の収益活動）の
事業を強化
○組織のオペレーター・専従者、地域の後
継者となる若い人材の確保が必要
○農家個々の草刈り対応が限界のため、
日本型直接支払を活用し、草刈体制の見
直しが必要
○将来的には、ＮＰＯ法人や集落営農組織
を統合し、未来サポートさだへの一本化を
視野に入れる

○平成２６年産米から新たに１．９mmの篩
目や色彩選別機の導入により一層の品質
向上を目指す
○「石見銀山エコロジー米」として、全国に
広くＰＲ予定

○飼料イネ栽培（作業受託）面積拡大のた
めの機械・人員の追加整備・確保と、WCS
を給与する畜産農家の新規開拓
○年間を通じた事業量の確保と機械の更
新経費を見込んだ作業単価の見直し検討
○水田への堆肥還元の拡大

今後の課題・展開方向

利　 益　（千円）

経営概要

農政改革各
制度との関
連

農地中間管理事業関連

水田フル活用関連

米政策の見直し（経営所得
安定対策ｌ含む）関連

日本型直接支払制度関連

市町・地区名

地域区分

モデルの主な特徴

総収入　　（千円）

総費用　（千円）

水田農業展開モデルの概要一覧

経営規模(作業受託面積を除
く)

(注)　「参考経営体」の（農）は農事組合法人、（株）は株式会社、（有）は有限会社、（一社）は一般社団法人。
　　　「うち交付金収入」の（　）内の「米」は、米の直接支払交付金（７，５００円/10aで試算）、「水田」は水田の直接支払交付金（産地交付金等含む）、「多面」は多面的機能支払交付金、「環境」は環境保全型農業直接支払交付金

うち作物販売収入（千円）

うち作業受託収入（千円）

うち交付金収入（千円）

うち従事分量配当（千円）

モデル名

参考経営体の名称

※任意組合のため、経営収支に替えて、

米の販売収入試算により比較 

１０ａ当たり収入試算の比較 単位：円

区　　分 エコ米 一般コシヒカリ

ＪＡ概算金 96,000 96,000

エコ米加算金 24,000

環境農業直払交付金 4,400

合　　計 124,400 96,000

（注）10a当たり480kgとして試算

資料４－② 



⑥複数集落にわたる広域営農サポート
と「売れる米づくり」モデル

⑦地域ぐるみの農地・環境保全活動と
経営多角化による雇用創出モデル

⑧転作田における作業の外部委託化
による収益性が高い野菜経営モデル

⑨中山間地域の転作田における露地
野菜等の周年経営モデル

（有）三隅町農業支援センターみらい （農）つつみだファーム 認定農業者 認定農業者

浜田市三隅地区 津和野町日原地区 出雲市 美郷町

中山間地域 中山間地域 平坦地域 中山間地域

○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○

◆地域、ＪＡ、市の出資によるサポート経営
体により、複数集落にわたる広域営農支援
◆担い手不在集落において全面受託を実
施するとともに、サポートが必要な集落で
作業受託を実施
◆JAの所有する水稲育苗センター・ライス
センターの管理運営を受託（収入確保）
◆「美味しまね認証」を取得した「除草剤を
使わない米」をブランド米として、ＪＡ経由で
県外等へ直売
◆日本型直接支払交付金を活用した農
地・環境の保全と収入確保

◆非農家を含む全４９戸の参加で母体とな
る組織（堤田営農研究会）が、中山間地域
等直接支払、農地・水保全管理支払の受
入れ先となり、農事組合法人の活動を支援
◆町内の法人（１１組織）で広域連携組織
「わくわくつわの協同組合」を設立し、機械
の共同利用、人材育成等で連携
◆県エコロジー農産物推奨の「特色ある
米」をJA経由で販売
◆獣害対策として集落を全て電気牧柵で
囲み、作物被害を防止（農地・水管理交付
金を活用）
◆経営多角化の一環として、パン加工・販
売を手掛け、地元女性を積極的に雇用し、
商品開発等を実践

◆定年退職を機に、転作田で露地と施設を
組み合わせた収益性の高い野菜栽培（ア
スパラガス）を導入
◆ＪＡのパッキングセンター(椎茸・アスパラ
ガス調製場）を利用した調製作業の省力化
による規模拡大
◆ハウス栽培による収益性の向上
◆収穫等の部分的作業へ臨時雇用、シル
バー人材センターの有効活用

◆家族経営に雇用労力を取り入れ、水稲
作業受託＋露地野菜＋切り花の周年経営
を確立
◆ＪＡが中心となった契約野菜（広島菜、高
菜、採種ダイコン）、地域振興品目（白ね
ぎ）等を組み合わせ高収益を確保

約１５ｈａ 約１２ｈａ 約０．７ｈａ 約６ｈａ

栽培作目等
主食用米１３ｈａ、大豆、そば２ｈａ、水稲
作業受託２７ｈａ（延べ面積）、ＪＡ水稲
育苗センター・ライスセンター運営

主食用米１０ｈａ、小麦・そば２ｈａ、水稲
作業受託１３ｈａ（延べ面積）

主食用米０．３ｈａ、アスパラガス０．４ｈ
ａ

主食用米０．６ｈａ、水稲作業受託５ｈａ
（延べ面積）、露地野菜５．３ｈａ、露地
切り花０．１ｈａ

常時従事者数等 １１名＋研修生１名 ３名＋臨時雇用１５名 本人１名＋臨時雇用１名 ３名（家族）＋臨時雇用５名

              51,100  （育苗施設、ﾗｲｽｾﾝ
ﾀｰ運営収入27,200含む）

50,057（加工売上18,665含む） 7,190 18,250

42,500 34,826 7,175 15,650

4,250 9,006 － 1,100

　　　　　　　　　　　4,350
（米：950、水田：1,020、中山：2,200、
環境：180）

　　　　　　　　　　　6,225
（米：735、水田：3,214、多面：2,246、
中山：30）

15
（米:15）

1,500
（水田1,100、町･JA助成金400）

50,692 49,529 3,800 11,000

408 528 3,390 7,250

－ － － －

○県外からＩターン研修生を受け入れてお
り、将来はサポート経営体へ就農予定
○大豆については、弥栄共同組合へ委託
製造している味噌以外に半生麺への加工
を検討
○米の直接支払交付金の減収分を農産加
工により補填したいが、技術習得が課題

○作業受託を含む地域内での経営耕地面
積を現在の２３ｈａから２６ｈａへ拡大
○経費の高騰により、平成２６年度から農
作業受託料金を引き上げ
○米の直接支払交付金の減収分を堤田営
農研究会からの労賃補填で補う予定
○パン用米粉の本格的導入

○雇用労働力を積極的に活用し、栽培面
積をさらに拡大
○ヘルパー体制の整備により収穫作業の
委託化と休日確保と労働条件の改善
○ＵＩターン者など新規生産者の確保によ
る産地拡大
○規格外品の有利販売による所得の向上

○連作障害対策として、新たな作付ほ場の
確保、輪作体系の導入
○肥料費の低減を図るため、成分の少な
い安価な肥料を使用した施肥体系を確立
○施設野菜や露地野菜（契約栽培）の新た
な品目の導入
○常時雇用体制への移行による露地野菜
のさらなる品質向上

(注)　「参考経営体」の（農）は農事組合法人、（株）は株式会社、（有）は有限会社、（社）は一般社団法人。
　　　「うち交付金収入」の（　）内の「米」は、米の直接支払交付金（７，５００円/10aで試算）、「水田」は水田の直接支払交付金（産地交付金等含む）、「多面」は多面的機能支払交付金、「環境」は環境保全型農業直接支払交付金

うち作物販売収入（千円）

うち作業受託収入（千円）

モデル名

参考経営体の名称

市町・地区名

地域区分

うち交付金収入（千円）

うち従事分量配当（千円）

今後の課題・展開方向

農政改革各
制度との関
連

農地中間管理事業関連

水田フル活用関連

米政策の見直し（経営所得
安定対策ｌ含む）関連

日本型直接支払制度関連

モデルの主な特徴

経営規模（作業受託面積を除
く）

経営概要

総収入　　（千円）

総費用　（千円）

利　 益　（千円）



 

島根型６次産業ステップアップモデル事業 

（通称：しまろく事業） 

しまねブランド推進課 

平成 26年度採択状況 

○第１回公募申請数 ２０事業 

    （公募期間４月１日～28日） 

  審査状況 

   ①書面審査（１次審査） １７事業が通過 

   ②プレゼンテーション審査（最終審査）  

    実施日：５月２３日（金） 

   ③ 採択事業数     １１事業 

     

〇第２回公募申請数 ２１事業 

    （公募期間８月１日～28日） 

  審査状況 

   ①書面審査（１次審査） １８事業が通過 

   ②プレゼンテーション審査（最終審査）  

    実施日：９月１２日（金） 

   ③ 採択事業数     ９事業                        

     

 

資料５ 



 


